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㸯 地方分権改革の推進 

（提案要ồඛ ෆ㛶ᗓ࣭⥲ົ┬࣭財ົ┬） 

（㒔ᡤ⟶ᒁ ⥲ົᒁ࣭財ົᒁ࣭୺税ᒁ） 

 

㸺現≧࣭ㄢ㢟㸼  

地方分権改革は、地ᇦの実᝟に応じ、地方自治体が自らのุ᩿と㈐௵において、

自୺的࣭自立的な行財政㐠Ⴀを行い、個ᛶ㇏かでά力に‶ࡕた地ᇦ♫఍を実現す

ることにより、㒔民生άの向ୖをᅗるものである。 

これまで஧次にわたる地方分権改革において、஦ົ࣭権限の移譲や⩏ົ付け࣭

ᯟ付けの見┤しが行われ、ᖹ成㸰㸴ᖺ度から導入ࡉれている「提案募集方式」に

おいても、地方からの提案に対する国の対応方㔪が♧ࡉれ、⣼次の地方分権一括

法等が᪋行ࡉれるな࡝、地方分権改革は一定の進ᒎを見ࡏている。 

しかし、౫↛として、地方自治体が᮲౛で定める基準のෆᐜを国が法௧でᣊ᮰

する「ᚑう࡭き基準」がᏑ在していることに加え、「提案募集方式」についての

ၥ㢟Ⅼも᫂らかになってきている。 

また、権限に見合った財源が不ྍḞであるにもかかわらず、国と地方の税཰ẚ

⋡がṓฟẚ⋡に見合ったものになっていないといったၥ㢟もある。 

 

㸺ල体的要ồෆᐜ㸼 

（㸯）「᪂しいᮾி」の๰ฟに向けて、ᮾிが┤㠃するㅖㄢ㢟のゎ決やᮾிの᭦

なる成長๰ฟに㈨する᪋⟇を、自らのุ᩿と㈐௵により୺体的に推進できる

よう、国からの権限移譲や⩏ົ付け࣭ᯟ付けの見┤しを行うこと。 

また、「ᚑう࡭き基準」については、三次にわたる一括法の附則の規定を

㋃まえ、┿に必要なものに限定し、᪂たなタ定はཎ則行わないこと。 

（㸰）「提案募集方式」については、第四次地方分権一括法の附帯決議も㋃まえ、

地方自治体からの提案を尊重し、政ᗓ全体でその実現に向けた取組を強力に

推進すること。 

提案の検討に当たっては、ᨭ㞀஦౛の᭷↓にかかわらず、ㄢ㢟発生のᮍ↛

㜵Ṇຠ果、国と地方のᙺ๭分ᢸ等のほⅬも重どし、地方自治体がよりά⏝し

やすいものとなるよう、⥅⥆的に制度の見┤しをᅗっていくこと。 

また、法改ṇにకう政┬௧の整ഛに当たっては、᮲౛制定等に必要なᮇ間

㸯 ┿の分権ᆺ♫఍の実現 

（㸯）「᪂しいᮾி」の๰ฟに向けて改革を推し進めることができ

るよう、㒔の権限࣭㈐௵をᣑ኱すること。 

（㸰）地方分権改革の᭦なる推進のために、「提案募集方式」の制

度の見┤しを行うこと。 

（３）権限とそれに見合う税財源とを一体として移譲すること。 

を確実に確保できるよう、法の成立後、速やかに行うこと。 

（３）権限とそれに見合う税財源とを一体として移譲すること。 

  法律に基づく基礎自治体への権限移譲に当たっては、国は地方交付税の不

交付団体や特別区を含め、全ての区市町村に対し、必要な財源を確実に措置

すること。 

 

 

参  考 

 

○三次にわたる一括法の附則の規定における記述（抜粋） 

国の行政機関の長が定める基準の在り方について検討を加え、必要があると認

めるときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 

○第四次地方分権一括法の附帯決議（抜粋） 

今後における改革の推進の手法として「提案募集方式」を導入するに当たって 

は、地方公共団体からの積極的な提案が行われるよう体制を整えるとともに、地

方公共団体からの提案を尊重し、その実現に向けた取組を強力に推進すること。  

また、個々の地方公共団体の発意に応じた選択的な移譲を希望する提案等であ

っても、地方公共団体の間で制度が異なることにより住民に不利益が生じないよ

う留意しつつ、その実現に努めること。 
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２� 地方分権に資する地方税財ᨻ制度のᢤᮏ的改㠉の᥎㐍࠙最重Ⅼࠚ 
（ᥦ᱌せồඛ� ෆ㛶ᗓ࣭総ົ┬࣭財ົ┬） 

（㒔ᡤ⟶ᒁ� 財ົᒁ࣭総ົᒁ࣭୺税ᒁ） 

 
㸺⌧≧࣭課㢟㸼 
� ┿の地方⮬἞は、地方⮬἞体が⮬ࡽの権限と財源にᇶ࡙ࡁ、୺体的に行財ᨻ㐠

Ⴀを行うこと࡛ึࡵてᐇ⌧࡛ࡁるもの࡛࠶る。 
� しかし、ᡃが国の財ᨻは、国Ẹが負担する⛒税収ධの配分が、国税と地方税࡛

㸴ᑐ㸲࡛࠶るのにᑐして、国のṓฟと地方のṓฟの配分は㸲ᑐ㸴と、ṓධとṓฟ

にࡅ࠾る国と地方のẚ率が㏫㌿している。 
� こうした୰、௧࿴ඖᖺ度税制改ṇに࠾いて、地ᇦ間の財ᨻຊ᱁ᕪの拡大を⌮⏤

に、෌ࡧ法人஦ᴗ税の୍㒊が国税໬され、これ࡛ࡲ௨上のつᶍ࡛㒔㐨ᗓ┴に෌配

分する᪂たなᥐ⨨がㅮࡽࡌれることがỴ定されたとこ࠶࡛ࢁる。 
᪥ᮏ඲体の持⥆的なᡂ㛗をᐇ⌧するたࡵには、地方⮬἞体が、⮬୺的࣭⮬❧的

な行財ᨻ㐠Ⴀを行い、ྛࠎのಶᛶやᙉࡳを発揮することが重せ࡛࠶り、地方⮬ࡽ

が地ᇦの課㢟ゎỴに率ඛして取り組ん࡛いࡃたࡵ、国かࡽ地方࡬の権限⛣ㆡを㐍

た財源を୍体として確保するᚲせࡗᙺ割と権限に見合ࡁ࡭るとともに、ᯝたすࡵ

が࠶る。 
そのたࡵには、国࣭地方間の税財源の配分の見直しなど、地方税財ᨻ制度のᢤ

ᮏ的な見直しにᮏ⭜をධれて取り組む࠶࡛ࡁ࡭る。 
消費税収の国と地方の配分割、ࡽた、地方税収の安定的な確保という視Ⅼかࡲ

合の見直しについて᳨ウするなど、地方のᑗ᮶にわたる安定的な⮬἞体㐠Ⴀをྍ

能とするたࡵ、ᮏ㉁的な㆟ㄽを㐍ࡵていࡃことがᚲせ࡛࠶る。 
� さࡽに、これࡽと合わࡏ、財源保障機能と財源調整機能を持つ地方交付税制度

について、法定率の更なる引上げなどにより、その機能が十分に発揮され得る程

度の交付税総額を確保し、制度改善に取り組むことが୙ྍḞ࡛࠶る。 
 
㸺ල体的せồෆᐜ㸼 
（㸯）�地方の┿の⮬❧を確❧するたࡵ、地方がᯝたすࡁ࡭ᙺ割と権限に見合うよ

う、᪥ᮏの持⥆的発ᒎに資する地方税財ᨻ制度のᢤᮏ的な改㠉に取り組ࡳ、

国࣭地方間の税財源の配分の見直しを行うこと。 
 

（㸯）地方税財ᨻ制度のᢤᮏ的改㠉を、地方分権に資するよう、早

急にᐇ⌧すること。 

（２）消費税収の国と地方の配分割合の見直しなど地方税源の拡充

を図るとともに、地方の⮬❧につながる、安定的な地方税体系

を早急に構築すること。 

（３）地方のᐇែを㋃࠼ࡲ、ᚲせな地方交付税総額を確保すること。

 

（２）消費税収の国と地方の配分割合の見直しなど地方税源の拡充を図るととも

に、地方分権に資する安定的な地方税体系を早急に構築すること。その際、

税制の見直しに関しては、地方税の応益原則や地方法人課税の税源涵
かん

養イン

センティブを最大限尊重するとともに、受益と負担という地方税の原則を無

視した地方間の水平調整は行わないこと。 
（３）財源保障機能と財源調整機能を持つ地方交付税制度について、地方交付税

の法定率の更なる引上げなどにより、その機能が十分に発揮され得る程度の

交付税総額を確保し、制度改善に取り組むこと。 
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地方分権改㠉の᥎㐍にᙜたࡗては、地方の⮬⏤⿢㔞を拡大し、国ᗜ⿵ຓ㔠など

国かࡽの౫Ꮡ財源࡛はなࡃ、最⤊的には⮬୺財源࡛࠶る地方税を拡充する方ྥ࡛

᳨ウをす࠶࡛ࡁ࡭る。このたࡵには、ࡎࡲ、国と地方のᙺ割を見直した上࡛、国

の関୚のᚲせのない஦ົにಀる国ᗜ⿵ຓ負担㔠については原則としてᗫṆし、権

限の⛣ㆡとేࡏてᚲせな財源が確ᐇにᥐ⨨されなࡅれࡤなࡽない。�

国ᗜ⿵ຓ負担㔠改㠉を┿の地方分権に資するものとするたࡵ、地方の取組をそ

のᐇ᝟を㋃࠼ࡲない୍ࡲࡲᚊにホ౯す࡛ࡁ࡭はなࡃ、制度タィ➼にᙜたࡗては、

国は地方と十分に㆟ㄽをᑾࡃす࠶࡛ࡁ࡭る。�

� �

㸺ල体的せồෆᐜ㸼�

（㸯）国ᗜ⿵ຓ負担㔠は、国と地方のᙺ割を見直した上࡛、国の関୚をなࡃす࡭

て、ᚲࡏ஦ົにಀるものについては、原則としてᗫṆし、権限の⛣ㆡとేࡁ

せな財源を確ᐇにᥐ⨨すること。�

（２）国ᗜ⿵ຓ負担㔠改㠉を┿の地方分権に資する地方税財源の拡充につながる

ものとするたࡵ、地方とᮏ㉁的な㆟ㄽを行うこと。�

�

�

（㸯）国ᗜ⿵ຓ負担㔠は、国と地方のᙺ割を見直した上࡛、国の関

୚をなࡃすࡁ࡭஦ົにಀるものについては、原則としてᗫṆし、

権限の⛣ㆡとేࡏて、ᚲせな財源を確ᐇにᥐ⨨すること。�

（２）国ᗜ⿵ຓ負担㔠改㠉を地方分権に資する地方税財源の拡充に

つながるものとするたࡵ、地方とᮏ㉁的な㆟ㄽを行うこと。�

 

 

㸲 国┤㎄஦ᴗ㈇ᢸ㔠の᭦なる改革 

（提案要ồඛ ⥲ົ┬࣭財ົ┬࣭国ᅵ交㏻┬） 

（㒔ᡤ⟶ᒁ ⥲ົᒁ࣭財ົᒁ࣭ᘓタᒁ࣭ ‴ᒁ） 

 

㸺現≧࣭ㄢ㢟㸼 

㒔はᘓタに関する㈇ᢸ㔠については、㐺ษなものは㈇ᢸしていく⏝意がある。

しかし、┤㎄஦ᴗ㈇ᢸ㔠制度については、国と地方のᙺ๭分ᢸに応じた国┤㎄஦

ᴗの⠊ᅖの見┤しや஦๓༠議の法制໬、㏉㑏の௙組ࡳの検討な࡝が実現していな

い≧ἣである。 

 

㸺ල体的要ồෆᐜ㸼 

（㸯）஦ᴗの検討に当たっては、ィ⏬ẁ㝵から地方自治体の意見を༑分཯ᫎでき

るよう༠議を行う௙組ࡳをᢸ保するために、஦๓༠議の法制໬を行うこと。 

（㸰）地方が地ᇦのㄢ㢟に୺体的に対応できるよう、国の┤㎄஦ᴗの⠊ᅖを国が

㈐௵を㈇う࡭きものに限定し、地方がᢸうことができる஦ᴗについては財源

とともに地方へ移⟶すること。 

（３）国ᗜ⿵ຓ㔠においては、「⿵ຓ㔠等にಀるண⟬のᇳ行の㐺ṇ໬に関する法

律」に基づき国に㏉㑏する௙組ࡳがある。こうした௙組ࡳを参考に、┤㎄஦

ᴗ㈇ᢸ㔠を財源とする国の┤㎄஦ᴗにおいても国に不㐺ษなᨭฟ等があった

ሙ合には、㈇ᢸした地方自治体に㏉㑏する௙組ࡳを検討すること。 

 

（㸯）ィ⏬ẁ㝵から地方自治体の意見を༑分཯ᫎできる஦๓༠議を

法制໬すること。 

（㸰）地方分権のほⅬから、国┤㎄஦ᴗの⠊ᅖについて見┤しを行

い、地方がᢸうことができる஦ᴗは財源とともに地方へ移⟶する

こと。 

（３）地方自治体に㈇ᢸ㔠を㏉㑏する௙組ࡳのᵓ⠏を検討すること。
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